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1は じ め に
日米貿易摩擦 の展 開過程において,鉄 鋼 摩擦 の歴 史は繊維摩擦 のそれ ととも.
に古い。69年に第1次 の対米鉄鋼輸 出 自主規制 が開始 されて以 降,TPM(ト
リガー価格 制度)に 前後 する若干 の空白期 を除 き,日 米鉄鋼貿易 の政治 的管理
は,92年3月 にVRA(輸 出 自主規制協定)が 期 限切 れ となるまで続 いた。そ
の後 もMSA(多 国間鉄鋼貿 易協定)な ど 「新 たなる鉄鋼貿易秩序」 の模索が
関係.各国間で続 け られている。
IISI(国 際鉄鋼 協会)会 長 の斉藤裕氏(新 日本製鉄)は,第27回 年次大
会(1993年}で次 のよ.うに述べ た。
「鉄鋼貿 易問題 につ いては,そ れが センシテ ィブな問題であ ることか ら
IISIと して関与す ることはなか った」が,VRA期 限切れ後の アメリ
カ市場 をめ ぐり 「会 員相互 間の取引 について ダンピングお よび相 殺関税提
訴 によ る対立 を来 し,鉄 鋼貿 易 に急 激な歪みが生 じている」。 これは 「極
めて遺 憾な こ と」で あ り,「可及的速 やかに関係 国間にMSAか あ るいは
これ にかわ るべ き方策 によ り,ま た更 に大 きく.はGATTウ ル グアイ ラウ




鉄鋼貿易の政治的管理が過去の 意の となる ことは,も はやあ り得ない とい っ
て良い。
私 はこれ まで,.1984年以降に 日米すべての主要鉄鋼資本 によって急速 に展開
され た 日米鉄鋼合弁企業 の設 立を検討 して きたが2,,日米合弁 が展開され るこ
の時 期 は,同 時 に,レ ー ガ ン政権が,カ ー ター政権 のTPMを 乗 り越 えて,
1984年10月か ら1989年9月まで のVRAを 実施す る時期 で もあ り,そ れが プ ッ
シ ュ政権 に引 き継がれ てい く時期一 ブ ッシュ政権611989年10月か ら1992年3
月までVRAを 延長 した一 で もあ る。私 の研 究 は,日 米合弁企業 の設立 ・展
開 と,政 治 的管理..ドの 日米鉄鋼貿易 とい う二つの側面か ら,ア メリカ鉄鋼市場
の シェアをめ ぐる 日米 資本間関係の全体把握 を当面 の 目的 としている。本稿 は
その後者 の側面,す なわち鉄鋼貿易 の政 治的管理が含む経済的意味 を検討す る
最初の作.業であ る。
.日米鉄 鋼摩擦 についての研究 は多 い。 だが,貿 易の政治的管理 を とらえる分
析視角 として は,と りわけ次 のよ うな見解が重要であ る。
「国内貿易 政治 に関す る一般 的な理解の仕方 は,『製造業者が輸 入か ら
の保護 を求め る』 とい った もので あ る。製造業.者か らの圧力 を受 けて,政
治家や官僚 はこれ に応ず るか,あ るいは,よ り広 い公共財 とい った名 目で
この圧力 をはねつ けるか を選択 しなければな らない。
こ うい つた見方 は間違 ってはいないが,不 完.全な もので ある。 あ らゆ る
国には,対 外貿易 によって被害 を受 ける特別利益 団体,つ ま りr貿 易 によ.
る敗 者』が存 在す る。 しか し,貿 易 によ って利益 を受 け,貿 易 の削 減 に


















国.際競 争力 を失 った アメ リカ鉄鋼 産業 の保護 は,品 質 ・価格競 争力 に劣 る素
材の利用 を鉄鋼需 要産業 に強制 し,結 果 として鉄鋼需要産業 を 『貿易 による敗
者』 に導 く。 そこで アメ リカ鉄鋼保護貿易政策の歴史的展開 には,鉄 鋼 産業 と
鉄鋼需要産業 との闘争が色濃 く反映す ることにな る。両者は,鉄 鋼 とい う素材
を供給 し需要す る とい う依存関係 にあ ると同時に,相 互 に激 しく対立す る関係
に もあ るのであ る。
本稿 は,.こうした視 角か ら日米鉄鋼貿易 の歴史的展 開をあ とづ け,ア メ リカ
の鉄鋼保護貿易政 策における鉄鋼 産業保護 の側 面 と,鉄 鋼産業 に競争力強化を
促迫す る側面 保護 を不要 とす る条件づ くりの側面一 とのバ ラ ンスが,次
第に重心 を後者 に向 けて移動 させてい る事実 を指摘す る。 カー ター政権のTP
Mと,レ ーガ ン政権のVRAと をこう したバ ランスの移動・とい う政策意図の大
局 的な連続性の もとに,一 貫 して とらえ る研究は,本 稿が初めてであろ う。
以下,日 米貿易摩擦におけ る鉄鋼貿易の位置づけ と,70～80年代 における保
護主義 の変 化 について(皿 節),.1980年代 にいた るアメ リカ鉄鋼資 本の競争力
低下について(m節),ア メ ウカにお ける鉄鋼保護政策の展 開 について(IV節〉,
保 護政策 における保 護措 置 と競争 力強化圧力 とのバ ランス について(V節) ,
それぞれ述べ,最 後 に ブ ッシュ政権 の鉄 鋼保 護政策 を紹介 して(U節 〉,簡 単







3)1・M・ デス ラー/ジ ョ ン ・S・ オデ ル 「反 「保 護 主義 」 勢力 〔ア メ リカ の貿 易 政 治 にお け る
圧 力 の 変 化 〕』(ジ ャパ ン タイ ム ズ,1989年)10ペー ジ。
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る」 とい うよ うに%そ のなか で,70年代 中盤 か らの約10年間 は,日 米貿易摩
擦 の一つの画期 を成す。その内容 の一つ は,摩 擦 の 「対象が繊維や鉄鋼等の伝
統的な産業部門のみな らず,自 動車 ・半導体 ・通信機器等 のよ り高度な技術 を
。要す る部門を も含 むよ うにな った とい うこと」で あ り,も う一つ は 「米国製品
に対す る日本市場 の開放 とい う問題 の方が重要視 され るよ うになった とい うこ
とである」%
鉄 鋼摩擦 は 「伝統 的な産業部 門」 における摩擦であ り,ま た競争力にお ける
日本{副優位が,「 日本市場 の開放」 問題 を直接 的課 題 とは しえない ほどに圧倒
的であ ったなかで の摩擦で ある。 この意味で,鉄 鋼摩擦 は歴史的には,70-80
年代 画期以前 に属す る タイプの もの とい って良い。
だが,こ の古 い タイプの摩擦や貿易管理が,世 界貿易の現実 においては,き
わめて大 き.な地位 を占めてい る。現在,GATTに 加盟 しているのは約100の
国々で あ り,こ れ ら諸 国が 「全体で世界の80%の貿易」を 占めてい る。 しか し
「いわゆ る 『自主規制」協 定が輸 入国 ・輸 出国 との間で多 く結ばれ」 た結 果,
「GATTの 支配か ら遊離 したかた ちで の管理 貿易が頻繁」 とな り,そ の自由
貿易的 「ルールの支配下 にある」 のは 「これ ら諸国の貿易の20%程度」にす ぎ
な くなってい る。実 に 「世界 の十大貿 易品 目の うち四つ(自 動 車 ・鉄鋼 ・繊
維 ・繊維 製品)は 現在 ほ とんどが輸 出自主規制協 定 とい うかたちで管 理貿易 下
にあ る」%鉄 鋼な ど 「伝統 的 な産業部 門」 に おけ るVRA(輸 出自主規制協
定)は,そ の タイプの古 さゆえに歴史的 に過去の もの となったのではな く,逆
に今 日の世界貿易 の基礎 に大きな広が りを もって存在 レてい るのであ る。
70-a⑪年代 画期以後 の管理貿易の台頭 は,「関税 引 き上げを中心 とした1930






6)前掲 ・佐藤英夫 「日米経済摩擦 】945…1990乍」210ベージ。
日米貿易摩擦とアメリカ鉄鋼保護貿易政策の展開(335)21
に大 きな特徴があ る」。 戦後の世界貿易 の枠 組みであ るGATT体 制の もとで
の多角的貿易交渉 は,「輸入制限 の手段 と しての関税 の役割」 を低め てきた。
こ うした低関税の もとで の保 護貿 易圧力 は,「た とえば,国 際 収支 難 の場 合に
は輸入の数量 また は価格 を制限で き(第12条),あ る商 品の輸 入増 加が 自国産
業 に重 大 な損.害をあ た えるか あた え るお それが あ る場合 に は緊急 輸 入制 限
(セー フ ・ガー ド)措 置 を採 りうる。 また,ダ ンピ ング輸 出された場合 と輸 出
補助 金等 によ り輸 出され た場 合には,反 ダ ンピング関税,相.殺関税をそれぞれ
課す ことがで きる(第6条 〉」 とい ったいわ ゆる 「エ スケー プ ・クローズ(免
責条項)」 を通 じて実現 されて きたη。
だが,管 理貿 易を もとめる現実 の要請 はGAT↑ の枠内で の保護措 置 にとど
ま らず,「輸 出 自主規制」 「市場秩序維持協 定 な.どの二 国間.協定」「差 別的輸入
行政」 な ど,「GATTの ルールをかい くぐるさまざま な非 関税 的保護 主義措
置を広範に生み出 した」8〕。 ここに,こ の画期以後 の保護主義 の新 たな特徴があ
る。69年以後の 日本による対 米鉄鋼輸 出自主規制,78年か らのTPM,84年 か
らのVRAは いずれ も,こ のGATTの ルールをか い くぐった 「非 関税 的保護






7)前 掲 ・大 島渚編 『現代世界経済』206一以)7ペー ジ。
8}同 上,2〔,7-208ペー ジ.
9}兼 光秀郎 『国際経済政策一 サ ミ ッ.ト・保護主義 ・ガ ットの世界j(東洋経済新報社,19田年).
は 「GATT体 制 と保護主義」 との関係を詳細に検討 し,「ガ ッ トの規則 に抵触す る保 護貿 易措
置」 を 「便宜上次の4つ に分類」 している。阻 残 存韓 人制限1:2}2国間輸.入割 当,輸 出白毛規
制1市 場秩序維持 協定,輸 出自粛措置)(3}多角的繊 維取決め(MFA〕.(4}その他の非 関税 措
置j(203ページ)。
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あ った。.しか し,そ の後16年を経た86年での構成比(t-0.3%と約半 分に低下 し
てお り,そ の順位 もソ連,〕 本 に次 ぐ3位 とな ってい る。 この時期 の粗鋼生 産
の年平均伸 び率 は,マ イナス3.0%とイギ リスに次 ぐ低率で ある。
第2は,貿 易 に占め る地位 についてであ る。55年当時世界最大の鉄鋼輸出国
で あ ったア メリカは,60年時点で既 にその首位の座 を西 ドイツに譲 り,65年時
点で は 日本 に も大 きく水 をあけられ る。70年と82年とを比較す る時,日 本の輸
出が2.8%の伸 びを示 し,西 ドイツが0.1%減のほぼ現状維持 を記録す るのに対
して,ア メ リカの5.8%減は最.大の後退幅 とな6て い る。他方,73年 と84年を
比較すれば,ア メリカの輸入比率(重 量比)は2.15倍に増加 してい る。対米輸
出国の内訳を見 ると,73年時点で 日本,ECが 全体 の80%以上 を占めたの に対
し,84年で は日本.ECの 比率 は50%を割 ってお り,ア メ リ,力鉄鋼資本 は国内
市場 をめ ぐる競 争 にむいていわゆ る鉄鋼 中進 国にさえ遅れ を とってい る。
第3は,ア メ リカにお ける鋼材 需給 の長期推移 につ いてで ある。 そ こか らは,
(Dアメ リカにお ける鉄鋼の見掛 消費量(=鋼 材 出荷量 一輸 出量+輸 入量)す な
わ ちアメ.リカ鉄鋼市場が1965年を ピー クと して,以 後停滞 の傾 向にある こと,
(2〕それ に もかかわ らず,輸 入量が拡大の傾向 にあ り,と りわ け1980年代 の前 半
における輸入量拡大が急速であ ること,(3>他方で,輸 出 には顕 著な増加傾 向が
見 られず,逆 に80年代前半 には急速 な落 ち込みが.見られ ること,〔4>これ らの当
然 の帰結 として,ア メリカ鉄鋼資本 の粗鋼生産及 び鋼材出荷が1965年ない し70
年を ピー クとして明 らか な縮小 の傾 向にあるこ と,が わか る'0}。
第4は,.技術競争 力の革新 につ いてで ある。70年代以降のノ.k産コス ト低下を
支 えた代表的な技術 革新 は連続鋳造法 の導入だが,ア メ リカにおける連続鋳 造
設備の尊人速度は きわめて遅 い。70年に3.8%とすでに世界平均4.3%を下 回っ
て いた連 鋳 比 率(粗 鋼 生 産 に 占め る連続 鋳造 鋼 片生 産 の比 率)は,83年 の
312%にお い て も世界 平 均42.7%に追 い つ くこ とが で きない。 この83年の
10)これ らの点については.前 掲 ・拙稿 「鉄 鋼産業における 日米合弁企業 の設 立一 日米鉄鋼資本




31.2%とい う数値 は,鉄 鋼 中進国 ブラジル37.5%にさえ遅 れ るもの となってい
る。基礎 的な生 産設備 の老朽化がすで に広 く指摘 されていた80年代初頭 におい






















1…)同 上,34ペ ー ジ。 そ の 後,88年 時 点 で ア メ リ カ の連 鋳 比 率 は59.8%に達 す るが,.日本91.6%,.
韓 国83.5%.EC7ケ 国 平 均78.4%に比 べ れ ば 依 然 と して 大 き く遅 れ て い る 。
12)ア メ リカ鉄 鋼 産 業 の競 争 力 低 下 を分 析 した 文 献 は数 多 い.と りあ えず 以 卜.のもの を 紹介 してお
く。 ウ ォ ル ター ・ア ダム ス編 『現 代 ア メ リ カ産 業論 〔第8版}』 〔創 風 祉.1991年),ポ ー ル ・
A・ テ ィフ ァニ ー 『巨 大 産 業 と 闘 う指 導 者 ア メ リ カ鉄 鋼 業 の興 亡 」(日 本 経 済 評 論社,1989
年),ジ ョン ・ス トロマ イヤ ー 『鉄 鋼 産業 の 崩壊 一 一一ベ ス レヘ ム ・ス チ ー ル の教 訓 」1サ イマ ル 出
版,1988年)。 ア ダ ム.スは こ う述 べ て い る 、.「1980年代 まで に は,鉄 鋼 寡 占 体 は 瀕死 の,自 業 自得
の 負傷 か ら の救 済 を 政府 に乞 う,絶 望 的 な巨 人 の コ レ ク シ ョ ンに な りさ が った よ うに 思 わ れ た」
(前掲 ・ア ダ ム ス 丁現 代 ア メIJ力産 業 論(第8版)』41ペ ー ジ)。
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通報が行われ,こ こに第1次 鉄鋼輸 出 自主規 制が開始 され る】%規 制内容 は特
殊鋼 を含む総量規制で あ り(521.6m.t.),69年を起 点 と した輸 出伸 び率は年
5%に 規制 された。輸入鉄鋼の西部集中,品R構 成の偏 り,規 制による米 国流
.通体制 の混乱 などの問題 を含み なが らも,71年下院歳 人委員会公聴 会で鉄鋼業
界が73年まで の延長 を主張 した ことか ら,ア メリカ政府は 日本の鉄 鋼業界 に 自
主規 制延 長を要請す る。 こう して,72年か ら3年 間,再 び 日本側の一方的宣言
に よる第2次 鉄鋼輸 出自主規制が実施 された。規制内容 は第1次 規制 と同様,
特殊鋼 を含む総量規制(589,5m,t,)であ るが,72年を起点 と した輸 出伸 び率
は年2.5%に抑制 された14115)。第2次 鉄鋼輸 出自主規制 は,74年末 に期限切れ と.
な る。
(2)TPM(ト リ ガ ー 価 格 制 度1978-1982年)
第2は,第2次 鉄 鋼 輸 出 自 主 規 制 の 期 限 切 れ 後,3年 の 空 白 を お い て 実 施 さ
れ た78年 か ら のTPMで あ る 。 ソ 白 モ ン 財 務 次 官 を 委 員 長 とす る 鉄 鋼 問 題 特 別
委 員 会 は,77年12月6日,カ ー タ ー 大 統 領 に 対 して 米 国 鉄 鋼 業 救:済策 の1つ と
し てTPMを 提 案 し た161こ れ を 受 け て 財 務 省 は 年 頭 か ら 具 体 的 実 施 事 務 手 続
き を 整 備 し,78年2月21日 以 降 入 差 分 よ り輸 入 鋼 材 に 対 す る 価 格 規 制 を 開 始 す
13)鉄鋼 輸入をめ ぐるアメリカ国 内政 治の混 乱に対 して,「輸 出 自主規制」 とい うシグナルを最 初
に送 ったのは,68年3月の 日米交渉 にお ける稲山嘉寛('lll時[1本鉄鋼連盟会長)の 発言 である,
「輸出 自主 規制」 がRC鉄 鋼 業界 の同意を もえて具体 化され てい く経過 につ いては,稲 山嘉 寛
「私の鉄鋼昭和史』(東洋経済新報仕,1986年160-164ペ・ージに詳 しい。
14)アメ リカの 「国 内貿 易政 治」 をめ ぐる以上 のような動向 については,戸 田弘元 「現代 世界鉄鋼
業論」(文眞堂,1984年)103ページ。
15>第2次輸 出臼1規 制の決定 につ いて,稲 山嘉寛 は次 のように述べてい る。内容はrH本 に とっ
て,と て も受 け入れ難い もので あったが,ア メ リカの国際収 支が なお悪化 を続 けていた し,ア メ
IJ力鉄鋼業の体 質低 ドもあって,先方 は強い 姿勢 をと りつづ け,交 渉は難航 した。そ こにニ クソ
ン声明が タイ ミング悪 く.発表され た。 こうな って は,受 け入れ ざるをえな くなって しまった」
(前掲 ・稲 山嘉寛 『私の鉄鋼昭和史』166ペー ジ)。
16)ソロモ ンは第1次 鉄鋼輸 出自主姫糊 の決定 に際 して稲 山嘉寛と交 渉を行 い,ま た第2次 の鉄鋼
輸 出自主規 制 に際 しては アメリカ側交 渉団 の責任 者であ った(前 掲 ・稲 山嘉寛 『私 の鉄鋼昭和
史』153ペー の.,TPMの 決定 に向けて 「財 務省が責任を負 うことになった最後 の,し か も最 も



















るL7}』..これは,も っとも競 争力の高い輸 出国(具 体 的には 日本)の 全 製品の対
米 輸出価格を推定 コス トか ら算 出 し,こ の価格(ト リガー価格)以 下で輸入さ
れた鋼材に対 して米鉄 鋼業.界による提訴 な しに即座 に反 ダンピング調査 を開始
す るとい う制度である。
80年3月21日,USス チールがEC7ケ 国を相手 に反 ダ ンピング提訴 を行 う
と,ア メリカ政府はTPMを 停 止 した。TPMと 反 ダ ンピ ング提訴 との並存 は
保護主義的にす ぎる,と い うのが政府の見解 であった。TPM停 止後,ア メリ
カ政府は米 ・EC間 の鉄鋼 紛争 悪化 を避 けるため反 ダ ンピング提訴取 り下げ に
.努力す る一方,80年9月30日,大 統 領声 明の形でTPM復 活 と新 しい鉄鋼対策
とを発表 した。 この新TPMは,輸 入急増対 策の採用 を特徴 と して お り,一 定
の条件が満た されればTPMと 反 ダンピング提訴 とが並存す るとい う規定が加
え られた。他方で,新1'YMは5年 間の期 限つ きとされ,3年 後 に米鉄鋼業が
近代化努力 を怠 ってい る.と判断され る場 合は,そ の時 点で制度 を終了す るとの
.規定 も付 け加 えられた。
81年下半期,主 と してECか らの高水 準の鋼材輸 入 とTPM違 反が続 き,こ
れ に対 してUSス チー ル等7社 は,82年1月11日,EC関 係 国を含 む11か国9
対象 品目を提訴 した。商務省はTPM自 体が本来大型提 訴の代替措置で あると
の考 えか ら,TPMの 即時停止 を発表 し,以 後再開される ことはなかった1%
(3}VRA/米 国鉄鋼業救済措置(1984-89年)
第3は,レ ーガ ン政権 による 「米国鉄鋼業救済措置」である。84年1月24日,
ベス レヘ ム ・.スチール と全米鉄鋼労組(USW)は,米 国鉄鋼業.界が輸 入鋼材
17)ソロモ ン委 員会報告は,「米 国鉄 鋼業は米国国家最大 の産業 の一つであ り,か つその命運 は国
家 の経 済と安全 に連 なる」,「米国の基幹産業一一 鉄鋼業一一...の能力が大幅に不.足ずるこ とは,将
来の国家経済 にとって危機 に連 なる問題であ る」 と述べ,TPMの 他に,融 資保 証,税 法Lの 支
援,環 境 基準緩和,地 域社会や労働者の救済等の国家助成の必要をかかげ、減価償却基準 年数 短
縮 も示唆 した.戸 田弘元 「米国鉄鋼業の構造的特質 と輸入防圧への対応経 過」(「鉄 鋼界」80年6
月号〉。
18)前掲 ・戸 田弘元 「現代世界鉄鋼叢論』93-99ページ。
ー
26〔謎0),第155巻 第4号
の急増 によ り重大 な被害 を受 けている として,国 際貿易委 員会(ITC)に74
年通商法201条による救済措置を求めた1脳,。ITCは この 申 し立てに対す る被
害認定調査 を開始 し,7月11日 には5品 目に対す る救済措置 を決定 した。それ
,は品 目に応 じて数量制限,関 税割 当,関 税上乗せ等 を課す内容 となってお り,
7月24日,ITCは これを レー ガン大統領 に正式勧告 した。
9月18日,レ ー ガン大統領はダ大 きく次 の4つ の内容 を含 む鉄鋼業救済措 置
を決定 する。その第1は,鉄 鋼業 に対 す る201条に よる保護主義 的救 済は米 国
経済 の利益 にならない との判断であ り,第2は,不 公正貿易輸 出国に対 して厳
格 かつ包括 的 な対応 お よび既存 協定 の完 全 な実施 を求 め ること,第3は,急
.速 ・.過度 ・不公正 な輸出 を増大 させた国 との急増防止取 り決めの交渉 を行 うこ
と,第4は,米 国鉄鋼業が求め る長期 間の調整,近 代 化 ・競争力 強化 を可能 な
らしめる鉄鋼輸 入.安定化 フ レームワー クを確立す ること,で ある。
具体 的対応策 は10項目に及ぶが,対 米輸出急増国 とUSTRが5年 間の急増
防止の規制 に向 けて政府 間交渉 を行 い(交 渉は90日以 内),全 体 と して輸人水
準 を米国内.見掛 消費の18.5%(銅坑半成 品を除 く)に まで引 き下げ ることを骨
子 としてい るZ%
第1・2次 の輸出 自主規制,TPMは,い ずれ も日本 をは じめ とす る鉄鋼先














19)申し立て ば,74年通商法20.1条(緊急輸 入制 限条項 輸.入増大が米 国産業 に対 する重人な被
害またはそのおそれの実質的原因 となっていることを要件 とす る)を 準拠法規 として,対 象品 目
を普通鋼 ・特殊鋼の全鋼材 および一部加工鋼材 とし,対 象品目の輸 入量 を品 目別 ・国別に今後5
年間米 国見掛 け消費の15%に制限す る二とを救済措 置と して求めていた。「レー ガン大統禎に よ
る米国鉄鋼業救済措置(1984年9月18日)の概 要」(『鉄 鋼界」84年IO月弓.)より。
20)通商法2011-kによると,大 統領 はITCの 勧告を受けた後,60u以内に 「合衆 国の経 済上の利
害関係 に与 える影響」など諸々の要素を.考慮の上,救 済措置供 与の適 否と供与の場合の措置内容
を決定せねば ならない。剖 年9月18日の レーガ ン大統 領決定 はこのスケジュールに従 って発表 さ
れた もので ある。前掲 「レー ガン大統領による米国鉄 鋼業救 済措置(1984年9月is日〉 の概要」
よ り。
21〕大統領決定 を前 にITC勧 告は種々の反響を呼んだ。現行の対米輸出自主規制協 定が危 う くな
るこ とを危惧 したEC,韓 国,ラ テン ・アメリカ鉄鋼 協会等 は,大 統領決定の如何 によ7て は報
.復措置 の可 能性が あることを示唆 した。他方,ア メリカ国内の農業団体は農産物 輸出に対す る報
復を懸念 して,鉄 鋼保護政 策に反対す る圧力を大統領にかけていた。
??
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要請一 あるいは保護措置に反対する要請 の強まりが作用 している。鋼材
を主要素材 とする産業は,そ の鋼材の価格 と品質を自身の競争力を直接規定す
る要因とするのであり,例えば,日 本車との価格 ・品質競争を熾烈に展開して
いるアメリカ自動車資本一 それはアメリ・力最大の鉄鋼需要産業で もある一
が,ア メリカ鉄鋼資本の競争力強化 を強 く求めずにおれないのは当然のことで
ある2%そこで,以 下,鉄 鋼保護政策の展開を,保 護措置強化と競争力強化と
22)前掲 「レー ガン大統領によ る米国鉄鋼 業救 済措置(1984年9月18日)の概要」 よ り.
23)「米国鉄鋼業救 済措置」 の1つ の内容で ある輸入規制 は,84年10月か ら89年9月までの5年 間,
鉄鋼 の見掛 消費に占める輸 入比 率を,半 製品 を含 めて20.2%以ドに抑え ることを 目標 とし,こ れ
を実現す るため に必要 な2国 間協定 を広 範に締結す る とい うもので ある。 これは師年輸 入実績
ベー スで鉄鋼輸入 の約8割 が規 制対象 になることを意味 した。その結果,日 本,EC(10ケ国),
韓国,ブ ラジル,ス ペ イン,南 アフ リカ,メ キシコ,オ ー ス トラリア,フ ィンラン ド,オース ト
リアの各国が,ア メ リカの鉄鋼 見掛消費 に占 める輸 入比率 を規制される こととな り,ま た,チ ェ
コス ロバキア,ル ーマニ ア.ハ ンガ リー,ベ ネズエ ラ,東 ドイ ツ,ポ ー ラ ンド,ポ ル トガル,
ユーゴスラ ビア,中 国,ト リニ ダー ド・トパ コの各国が輸入数量の規制を受げること となった。
この規制 によ り,ア メ リカの鉄鋼輸入比率は,35年の252%から,86年23.1%,87年21.3%,88
年20.3%と順調 に低下 し,89年には目標値をほぼ達成するにいた った。 日本鉄鋼連 盟海外調査部
「最近の米国鉄鋼需要動 向」(『鉄鋼界』1989年7月号),前掲 「レーガ ン大統 領による米 国鉄鋼業
救済措置(1984年9月18H〕の概要」,戸田弘元 「鉄鋼業』 〔日本経 済新聞社 ,1987年)より、,
24)レ ーガン措 置に もとつ く日米鉄鋼協定は,85年5月に,口 本の対 米輸 出量 をアメリカ鉄鋼 見掛
け消 費の5,8%に止 めるこ とで合 意され た。5,8%とい う規制 基準は規制1.各国の中で最大 の枠であ.
るが,規 制合意後の 日本の輸出実績は,86年で4.9%,37年で4,5%と合意数値 を大 き く下回 って
目標 を超過達成 してい る。鉄鋼新聞社編 『鉄鋼 年鑑 ・昭和63年度版」267ペー ジ。
25)「鉄鋼の貿易制限は,と くに 『川下」 産業,す なわ ち鉄鋼 が主要材料で ある産業 にとって有害
であ る(鉄 鋼 コス トは,針 金 製造業 に とって総生産物 コス トの60-70%を,重機械 メーカーに
とっては約25%を占めている1」「鉄鋼市場 の保護 は,ア メ リカの鉄鋼需要産業 と一般消費者か ら,
年間10億ドルない し70億ドル と推定 される途方 もないコス トを取 り立ててい る」(前掲 ・ア ダム
ス編r現 代ア.メリカ産業論 〔第8版 月66ペー ジ)。アメリカ最大の鉄鋼需要産業は 自動車 産業で
ある,「自動 車:の生産 コス トのなかで もっとも高いのは,部 品 ・原材料 比率」であ り,「自動車:の
使 用材 料構成」 を見 れば 「全体 の82、9%が鉄鋼 関係の材料」 となっている(白 沢照雄 『自動車業
界』 教育社,1987年,16-17ペー ジ,105ペー ジ)。「新 日鉄が,US.スチールの米国 自動車 メー
カーへ の販売価格 に比 べ,30%も低 い価格で 日本 の自動車 メー カーに鋼板を販売 している とき/
28(342〕.第155巻.第4号
の バ ラ ン ス と い う視 角 か ら整 理 して お く。
{{
(1)第1次・第2次鉄鋼輸出自主規制か らTPMへ
第1・2次 鉄鋼輸出自主規制が数量規制であるのに対 して,TPMは 価格規
制となっている。TPMの もとでは,ダ ンピング提訴を行 う場合を除けば,ト
リガー価格以上の価格で.輸入される鋼材 との競争は回避 しようがなく,国内に
おけるアメリカ鉄鋼資本のシェアはこの国際競争の結果に委ねられる。ダンピ
ング調査開始の基準 となる トリガー価格が,ECよ りも競争力の高い日本の鋼
材の推定コストを基準 とするため,現 にEC製 品は本来の競争力をいかんな く














＼に,こ れが競争力 に及 ぼす影響 は どれ くらいだ ろうか」(ジョン ・ザ イスマン/ロ ーラ ・タイソ
ン編 『日米産業競争 の潮 流一一 繕済摩擦 の政治経済学」理一L図書,1990年>67ページ。
しか し,レ ーガ ン措置 の採用時 に も,また プ ッシュによるVRA延 長時に も,自 動車産業は大
きな動 きを見せず,「鉄鋼輸 入割 り「liてに反対 して異例 なほ ど活発 な行動 をとった1の は重機械
メー カーの キャタピラーであった.同 社 は 「アメ リカ第二 の鉄鋼ユ ーザーであ り,かっ アメ リカ
製鉄 鋼の最大の輸 出企 業である」。 自動車産 業の行動 について は 「自ら子会社 に鉄 鋼会社 を もっ
て」お り,ま た 自動 車産 業自身が 「(自動車の)保 護措 置に よって利益 を受けている」 ことか ら,
「どうも鉄鋼 業界 の幹部 と紳 士協定」 が結 ばれた よ うであ る 〔前掲 ・いM・ デ スラー/ジ ョ
ン ・S・ オデル 『反 「保護.ト義」勢力Jas-88ペー ジ)。
日米貿易摩擦 とアメ リカ鉄鋼保 護貿易 政策の展 開 (謝)29
TPMと い う 「独創 的 ともいえる解 決:策」を創案 してい く囎}。価格規制が 日
本の輸出価格を基準 としたことについては,EC鉄 鋼業の衰退とそれによるE
C諸 国の政治不安 にたいす る,カ ー ター政権の強い配慮があ った とも言われる。
しか.し,TPMの 採用 は,そ の後 のアメ リカ鉄鋼資本の窮状をみ るな らば,
　タ
保護措置の緩和を余 りにも急 ぎ過 ぎた政策であった。..渡はTPMの 成立を歓
迎 したアメリカ鉄鋼資本 も,その後の事態の展開の中で,こ の時期の鉄鋼政策
に満足することはことはできな くな り,ダンピング提訴の多発によって制度そ




き返 しが急速に展開される。レーガン政権の 「鉄鋼業救済措置」は,この巻 き
返 しの動 きを強 く反映する形で決定されてい く3%
26〕.前掲 ・1・M・ デス ラー/ジ ョン ・S・オデ」レ 「反 「保 護主義 」勢力」34ペー ジ。
27}TPMの 採用 にいた る経過については,次 の文献 を参照 のこ と.前掲 ・稲 山嘉寛 『私 の鉄鋼昭
和 史」173一'174ペー ジ,前 掲 ・ザイ スマ ン/タ イソン 「日米産業 競争の潮流」娼 一78ペー ジ,前
掲 ・1・M・ デスラー/佐 藤英:た『日米経済紛争の解明』37・一98ペー ジ。
28)野林健r保 護貿易の政治力学』(勁草書房,1987年)は,別年3月 のUSス チールに よる反 ダ
ンピング提訴 の背景を,業 界 レベルの ものに限 り,次 のよ うにま とめている。① アメ リカ鉄鋼資
本の生産 コス トE昇 に対応 した トリガ 価ー 格の引 き上げが保証されない ことで のTPM自 体へ の
不満,②TPMの 執行 ・監視体制への不満,③ 近代 化促進のための税制措 置や 環境規制基準緩和
に対す るカーター政権 の消極的態度へ の不満,④ 東京 ラウン ドが79年に終丁 したこ とによ り対E
Cダ ン ピング問 題に対す るアメリカ政府の足枷が とれた との業界の判断,⑤79年通商協定法 の成
立 によ り反ダ ンピング提訴が よ り有利 になった との業界の判断 〔192-193ペー ジ〕.
29)アメ リカ政府 によるTPMの 提案 に対 して 「アメリカの業界 と外国政府の双 方は,こ の解 決策
を受 け入れ,日 本 も生 産コス トに関するデー タを提供す るかたちで協力 した」(前掲 ・1・M・
デス ラー/ジ ョ.ン・S・ オデルr反 「保 護主義」勢力」34ペー ジ)。だが,他 方で業界 は 「とく
に ヨーロ ッパに対 して,TPMは 弾力 的す ぎると考 えて.1おり 「主 として ヨー ロッパの輸出業者
を対象 として.132にのぼる新規の相殺関税 と反 ダンピングの提訴 に関する300万ペー ジに及ぶ書
類 を入れた箱四九11q個を送 りつけ,1982年1月11日に,TPMを 事 実上終結させた」。この後,
「ボル ドリ・アジ商務長官 は交渉 によって,ア メリカ市場におけるEC.の炭素鋼 シ」アを約5.5%に
制限す るとい う合意を取 りつ けた」 〔同 ヒ,38ペー ジ)。
30)ア ダムスは80年代 初頭の ドル高が 「TPMを廃止 に追い込む原 因となった」 ことに も注 目して
い る(前 掲 ・アダム ス編 「現代 アメ リカ産業論 〔第8版 〉」54ペー ジ)。
31}反 ダンピンダ提訴 と相殺関税提訴 による反輸入 キ ャンペ ー ンに加 えて,1984年1月にベ スレヘ
ム ・ス チールと全米鉄鋼 労働 組合(USW)が 行 った通商法201条「提訴 は明 らかに11月の大ノ
30(344)..第155巻 第4号
②TPMか ら レー ガン措置へ
ECと 日本の輸 出制 限に もかかわ らず,'82年以降,鉄 鋼輸入 は増大す る32〕。
これに対 して業.界は,「輸 入割当法案 に対 する支持,新 しい相殺 関税 と反 ダ ン
ピング提訴 の開始.エ.スケー プ ・クロー ズによ る提訴 とい う三つ の手段 を使 っ
ての活動 を展開 した」。 エ スケー プ ・クローズによる提訴は大統領 による措 置.
を求 めるものだ ったが,ITC(国 際貿 易委 員会)は 「被害 を認定 し,関 税 と,
5年 間で全輸入の7割 に対する輸入 割 り当て とい うか たちで救済措置 をとるよ
う勧 告 した」。 レー ガ ン大統 領 は再選 に向 けての選挙運 動 中(84年9月 〉 に
「同委員 会の勧告 を 自由貿易の名 のもとに拒 否する とい う公式発表 を したが,
同時 にブロ ック通商代表に政府 は主 な輸 出国すべ て と89年まで効力 を もつ輸出
規制協定の交渉 に入 る意志 があ ることを発表 させ た」33閣。
AISI(ア メリ・力鉄鋼協 会)会 長 トラウ トライ ンは,レ ーガ ン政権 による
「鉄鋼業 救済措置」 を 「大統領 が深刻 な被害 に苦 しむ鉄鋼業のた めに本腰 を入
れた大 きな一歩 を踏み 出 した」 と高 く評 価 したヨ㌔ 価格規制 か ら2国 間交 渉 に
よる数量お よびシェア規制 へ とい うこの転換 は,ア メ リカ鉄鋼資本の国内 シェ
アをその競争力の如何 にかかわ らず保証す る もの とな り,鋼 材値 上げの 自由度.





32)TPMの も とで 「日本の鉄鋼 業.界は数年 にわた って非公式 に輸出 を規制 して」いた 〔苗掲 ・.
1・M・ デスラー/ジ ョン ・S・オデル 『反 「保護主義」勢力」38ペー ジ〕。「トリガー価格 制度
が実施されてか らは,口 才 の吋米銭 鏑輸 出は着実に減少 していワた」 「これに は,私 どもH本 側
も,日本 からの輸 人が 霞ぴアメ リカの警戒心 を呼 び起 こさない ように,個 別に 自‡的な輸 出抑 制
を した こともある」(前掲 ・稲 山嘉寛 『私の鉄鋼 昭和 史』176ペー ジ)。
33)前掲 ・1・M・ デスラー/ジ ョン ・S・ 才デル 「反 「保護主義」勢力」43-44ペー ジ。
34)日米間の交渉 につい ては83年2月の 「山中通産大臣 とブロ ックUSTR代 表 との会談を皮切 り
に,政 府 間協議」が重ね られ ていた 〔前掲 ・稲山嘉寛 『私の鉄鋼 昭和史」177一 ジ)。
35)前掲 「レーガ ン大統領 による米国鉄鋼業救済措置(1984年9月18日)の概 要」よ り。
36)USス チール(当 時:1は,85年9月19日に薄板類 を実質IO%値.Lげ〔86年1月よ り実効}.し,
86年3月3日には同 じく薄板価格を トン当た り12-20㌦値Lげ(5月15日 よ り実効)し てい る。







それ までの鉄鋼先進国か ら鉄鋼中進国へ と大 きく広 げられ,管 理貿易 による保
護措 置は強化 された。
だが,こ こで注 目すべ きは,レ ー ガン措 置による 「鉄鋼輸 入安定化 フ レーム














や,商 務長官が 「鉄鋼業界の近代化を妨げている全ての連邦国内税,規 制,反
トラス ト法あるいは政策を分析するための省庁間グループを設置する」ことな
どを述べているのは,こ うした理由によるのである謁}。
VIブ ッシュ政権による 「鉄鋼貿易 自由化計画」
保 護 そ の も の を 政 策 目 標 とす る の で な く,一 定 の 保 護 措 置 の も と に 「競 争 力
強 化 」 を 本 来 の 目 的 と し て 追 求 す る と い う こ の 政 策 は,ブ ッ シ ュ 政 権 の 対 鉄 鋼
産 業 政 策 へ と 継 承 さ れ る39:1。1989年1⑪月,同 政 権 に よ っ て 行 わ れ たVRAの2
＼聞社編 「鉄鋼年鑑 ・昭和63年度版」292～器5ペー ジ他。
37)前掲 「レー ガン大統領に よる米国鉄鋼業救済措置(1984年9月18日)、の概 要」59ペー ジ。
38)岡.ヒ,60ページ。
39)「1988年11月4日,大統領選のち ょうど4日前,ブ ッシェ候補 は割 当て制 を更新す る意向 を/
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鉄鋼需要産業連合」一 家電 ・一般 機械 ・自動車部品など189社と家電協会な




とともに,鉄鋼需要業界のすべてがVRAに 反対 しているわけではない と主張。
4月には最大の薄板需要者である自動車業界を含めた 「アメリカの競争力を維
持するためVRAを 支持する鉄鋼需要家連合」一 自動車,造船,食 器,建 材,
機械など350社で構成一 が結成される。
ブッシュ政策はこれら産業界の大きな対立を考慮 して,VRA2年 半延長 と
いう大統領決定に際して,次 のような論理を示 した。「世界鉄鋼貿易における
自由市場原理の回復 と政府介入を終わ らせ る」ために,「VRAの延長はあ く
まで,鉄鋼業に構造調整 ・近代化の猶予期間を与えるための 「過渡的措置』に
す ぎず二年半を限度 とする」。「この間に政府は国際コンセンサスづ.くりに積極
的に臨み,鉄 鋼貿易に自由貿易原理が生まれ るべ く努力す る」。ブッシュ決定







お わ り に
その後のブッシュ政権による 「国際コンセ ンサスづ くり」は不調であ り,ア








、表 明 した 」(前 掲 ・ア ダム ス編r現 代 ア メ リ カ産業 論(窮8版)』56ペ ー ジ)D
40)以 上,前 掲 ・野 林 健 「ア メ リ カの鉄 鋼 保 護 貿 易1983-1991年」168・一174ペー ジ。
日米貿易摩擦とアメリカ鉄鋼保護貿易政策の展開(347)33
象 とな り,IISI内 部で も問題.視されている ことは冒頭 に紹介 したとお りで
ある。
本稿 は,ア メリカ鉄鋼保護貿 易政 策の展 開において,特 に鉄鋼産業 と鉄鋼需
要産業 との対立関係 に注 目しなが ら,日 米鉄鋼貿易 の歴 史的展 開をあ とづ ける
ことを目的 と していた。 レー ガン政権期 のVRAは,TPMに 対 しては保護措
置強化(競 争力強化猶予の延長)の一..一面 を もちなが らも,レ か し,保 護 と競争
力強化 とのバ ランスをと りなが ら,中 期 的に保護措置 の緩和 あるい は撤廃へ と
向か うことを目的 とす る点で,T.PMと の政策意 図における連続性 を保持す る
ものであ った。 こうした アメリカ 「国内貿易政治」 における鉄鋼産業 の政治的
影響力の後退 は,経 済学的 には異種 産業部門問の 「競争」 における力 関係 の変
化 によって説明 され るものであろ う。
日米鉄鋼.合弁企業 との関連 についてふ れ るな らばゴ ブ ッシュ政権 の鉄鋼政策
立案 に際 して,最:大の鉄鋼需要産業であ る自動車 産業 がVRA延 長 に賛成 した
ことは,す で にアメ リカ自動車産業が 日米鉄鋼 合弁企 業一 いずれ も在米生産
一 を通 じて,最 高級品質の 自動車淘 げ鋼板を確保 している ことに,裏 打 ちさ
れ た行動 とい える。
他方,日 本 の鉄鋼業界がVRAの 延長 を強 く支持 し,日 米.合弁企業が アメ リ
カ政 府 に対 してVRAの 延長 を強 く求めた経 過は,ア メリカ鉄鋼市場 の混乱 を
回避 したい とい う・..般的 な理由 にとどまらず,VRAの 鉄鋼価格支持作用.およ
び市場管理作用が,在 米鉄鋼生産者であ る日米合 弁企業の利益 を下支 えす る と.
いう関係か ら.説明 され る畳㌔
アメ リカ鉄鋼市場の シェアをめ ぐる日米資本間関係 の理解は,ア メリカ鉄鋼







.弁企業相互の競争 とい う視角か ら分 析されね ばならない。今後 の課題 としたい。
(1994年7月7日〉 ?
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